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１． 提案依頼の目的 

本事業は、市民、事業者、行政の３者をデジタルでつなぎ、ポイントを市内に流通させることで、地域内のキャッシュレス

を促進し、各種地域の課題解決に向けた社会活動と経済が地域内で好循環する仕組みを創出することを目的とする。 

 

事業のコンセプト： 

地域通貨の循環により持続可能な互酬・共助のエコシステムを創造する 

 

実現したいこと： 

・景気変動に強いレジリエントリな経済基盤を作る 

（域内経済循環、施策目的に沿った価値誘導、消費データを活用したマーケティング） 

・持続可能な自助・共助マインドを創出し続ける仕組みを作る 

（地域活動参加インセンティブ、小さな社会貢献を通じた地元への愛着） 

・地域全体のＤＸ推進 

（デジタルツールの活用により商店・行政や消費者などが参画し地域課題の解決を目指す） 

 

本事業では、市内の各店舗で電子地域通貨を利用できるようシステムを導入するほか、加盟店に対する説明会の開

催やコールセンターの開設等を行う。また、利用者に対する説明会やコールセンターの開設を行い、利用者を丁寧にフォロ

ーアップしていくことにより、電子地域通貨を広く普及させ、全ての市民が安心してキャッシュレス決済の利便性を享受できる

環境を整える。 

以上を踏まえ、本市において電子地域通貨の導入を行い、令和５年度の運用に必要となる業務を委託するにあたり、

電子地域通貨事業の優先交渉事業者をプロポーザル方式で選定する。 

 

２． 委託内容 

（１）件   名 ： 電子地域通貨事業 

（２）内   容 ： 電子地域通貨システムの導入、システムの保守運用、打合せ、コールセンターの開設、加盟

店舗の登録、電子地域通貨の販売、プロジェクト管理、各種報告、その他運用に必要となる

業務を委託する。 

 

３． 前提条件 

本件の実施にあたり前提とする条件は別紙１「前提条件」のとおり。なお、本条件は導入における基本方針であり、

原則、全ての条件を満たすこととするが、より良い提案がされた場合には、本市との合意のうえ採用するものとする。 

 

４． 求める機能について 

本システムで求める機能等については、別紙２「要求機能一覧」のとおり。 
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５． 導入スケジュール等 

 （１）スケジュール 

     本事業に係るスケジュールは次のとおり 

      令和５年 ４月 委託契約締結・業務開始 

      令和５年 ７月 運用開始 

 （２）導入にかかる留意点 

   ① 連携協力事業者（部分下請け事業者） 

本事業を遂行するにあたり、業務遂行の円滑かつ安定性、安全性を確保するため、提案事業者の他に協力で

きる事業者との連携を認める。ただし、プロジェクト管理、システム保守運用等について業務を分担し、一体となって

業務を遂行できる事業者組織とする。記載のなかった事業者の参加は原則認めない。 

 

６． 選定方法について 

選定は「公募型プロポーザル方式」とし、経済性にも優れた最も優秀なシステムを採用する。各事業者の提案書、

業務実績書、経費見積書、要求仕様書等の内容について評価し、本業務を最も的確に遂行できると判断される事

業者を本件の優先交渉事業者として選定する。 

公平な選定を実施するために『伊勢崎市電子地域通貨事業業者選定委員会』において、評価点方式による審

査を行う。 

（１）一次審査 

提案書、業務実績書、要求仕様書の内容について、｢落札者評価基準｣により評価する。その際、必要に応じ

てヒアリングを実施する。 

（２）二次審査 

一次審査の評価点が上位３者以内の事業者を対象にプレゼンテーション（デモンストレーションを含む場合もあ

る。）を実施し、本業務における予定事業者として選定する。ただし、一次審査における最上位評価を得た事業

者と第２位以下の事業者の評価点に相当の差が生じた場合は、上位３事業者であっても以降の審査対象とし

ないこともある。 

プレゼンテーション開催の詳細については、一次審査結果通知時に通知する。 

（３）事業者の決定 

（１）及び（２）により選定された者は優先交渉事業者として通知する。その後、仕様等の確認や修正につ

いて双方の合意を経て、本事業の決定事業者となる。決定事業者となるまでの合意等が不調のときは、評価によ

り順位付けられた上位の者から順に決定事業者に向けての合意調整を行う。 

 

７． 提案書の作成について 

（１）共通事項について 

① 提案書の提出は、１者につき１点とする。 
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② 日本工業規格Ａ４用紙を縦に使用し左とじとすること。 

③ 提案書の表紙には、社名及び代表者名を記載し、押印すること。 

④ 紙媒体により正本１部、副本８部作成すること。また、電子媒体（CD-R又はDVD-R）に記録したも

のを１部提出すること。なお、電子媒体に記録するデータは、マイクロソフト社のWord、Excel、

PowerPointのいずれか又はアドビ社のAcrobat Readerにて表示できる形式とすること。 

⑤ 提案内容によっては、機能や実現方法について具体的に詳細を記載すること。 

⑥ 提案書は３０ページ以内（表紙は除く：両面印刷の場合は１葉２ページ）とすること。 

（２）提案書の構成について 

提案書の構成は、下記の項目に則ったものとすること。  

① 貴社の概要 

② 自治体への取組、業務実績 

 ※【様式２】の「業務実績書」及び「災害応急対策業務や事業継続に関する取り決め等の状況」について

も記載し、提出すること。 

③ 連携協力事業者（部分下請け事業者） 

 ※【様式３】の連携協力事業者（部分下請け事業者）についても提出すること。 

④ 業務体制図 ※【様式４】の業務体制図についても提出すること。 

⑤ システムの概要・機能 

⑥ 操作性・システム応答性等の考え方（ユーザビリティ・ユーザインタフェイス・画面構成等） 

⑦ 導入スケジュール 

令和５年４月より作業を開始し、令和５年７月より運用を開始するものとして、貴社が考えるスケジュー

ルを明記すること。 

⑧ システム導入・支援体制・基本的な考え方 

⑨ 障害、システムダウン対策（事前対策事項と障害発生後の対応等） 

⑩ 個人情報保護対策、各種セキュリティ対策 

⑪ 運用開始後の支援体制の基本的な考え方 

⑫ スマートシティの推進に向けた有意な提案 

⑬ マイナンバーカードの活用に向けた有意な提案（将来的にマイナンバーカードによる本人認証を検討） 

⑭ その他有意な提案等 

 

８． 経費見積書の作成について 

以下の項目について、令和５年度の経費の見積書を提出することとし、見積書では提案内容を完結するために必

要となる全ての経費を見積もること。なお、経費は全て税抜きでの記載をすること。 

経費の見積りにあたり、次に示す条件での実施を想定した経費とすること。 

・ 電子地域通貨の発行想定額：利用者チャージ分 ８億円  プレミアムポイント分 ２．４億円 

  なお、アプリ型での利用者チャージについては、銀行ATMによるチャージ、銀行口座によるチャージ、コンビニ 

  エンスストアでのチャージのいずれかによるものとし、カード型については、対面による販売形式とする。 

・ 電子地域通貨の利用期間：令和５年７月から令和６年３月 
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・ 発行した電子地域通貨は令和５年度内にすべて決済されるものとする。 

・ 利用者想定数：４万人 

・ 加盟店舗想定数：500店舗 

・ 加盟店決済は月２回の自動振り込みとする。 

・ 本事業オリジナルの次のデザインを行う。デザインは市が自由に利用できるものとする。 

専用WEBサイト 

ホームページ用バナー・アイコン 

バナー・アイコンの印刷用データ 

事業で必要なポスター及びチラシ（カラー）及び印刷用データ 

専用カード 

・ 加盟店キットはオリジナルのデザインによる次の内容とし、1,000店舗分を準備する。 

QRコード台紙（自立スタンド・組立式） 

QRコードステッカー 

店舗表示用ステッカー（大小各サイズ）（屋外で使用可能なもの） 

事業のリーフレット＆リーフレットケース（カラー） 

キャンペーンポスター・チラシ（カラー） 

のぼり・ポール 

・ 次のとおりコールセンターを開設し、加盟店及び利用者からの問い合わせに対し回答、手続案内、操作説明

を行う。 

期間：加盟店向 2023年5月 ～ 2024年3月 

利用者向 2023年7月 ～ 2024年3月 

専用の電話番号を準備し、繁忙期を予測した充分な回線数、人員を確保する 

専用WEBサイトを構築し、メール、チャット等により即日対応する 

・ 本市が開催する加盟店向け説明会に同席し次の対応を行う。 

市内5会場5回開催 

説明会資料作成及び説明 

質問への対応 

・ 本市が開催する利用者向け説明会に同席し次の対応を行う。 

市内15会場15回開催 

説明会資料作成及び説明 

質問への対応 

・ 加盟店登録業務は次のとおり 

期間 第1期登録受付 2023年5月 ～ 6月 

 随時受付     2023年7月 ～ 2024年3月 

専用の募集・登録WEBフォームを作成し登録申請を受け付ける 

郵送による紙の登録申請を受け付ける 

登録申請を審査・システム登録する 

登録後速やかに登録完了通知・加盟店キットを送付する 
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加盟店一覧を作成する（印刷物・WEBページ・データ） 

・ 専用カードの作成は6,000枚とし、1枚当たりの利用者チャージ額は２万円とする。 

・ 本市が準備する会場で専用カードの販売を行う。内容は次のとおり。 

販売日時は連続する10日間とし休日・土日曜日を含む9:00 ～ 17:00とする 

現金と引き換えに専用カードを販売し、ポイントをチャージする 

カード販売台帳を作成する 

十分な人員を確保する 

・ 加盟店一覧は専用カード対応可／不可を明示し6,000部を作成する。 

また、以下の項目以外にも必要と判断する費用については項目を明確に分かるよう追加し、可能な限り詳細な明

細（「（表１）経費見積書」）を添付して提出すること。 

（１）導入に係る経費 

① システム導入費用 

・ システム導入打合せ費用 

・ 運用テスト、運用検証費用 

・ システムカスタマイズ費用 

・ その他、システムの安定稼動のために必要な費用 

② 加盟店販促物作成費用 

・ のぼり旗、ポスター等のデザイン費用及び作成費用 

・ 加盟店用二次元コード作成費用 

③ 説明会実施費用（加盟店向け/利用者向け） 

・ 加盟店向け運用マニュアル作成費用 

・ 利用者向け運用マニュアル作成費用 

・ その他、説明会実施のために必要な費用 

④ カード型電子地域通貨販売対応費用 

・ カード型電子地域通貨の販売のために必要となる費用 

⑤ その他導入経費 

・ 利用者によるチャージや加盟店での決済にあたり特別な機器が必要となる場合は、当該費用を今回の

見積に含め提示すること。 

・ その他、導入にあたり必要となる経費がある場合は、今回の見積に含め提示すること。 

（２）運用経費 

① システム利用料 

・ システム利用料 

②コールセンター対応費用（加盟店向け/利用者向け） 

・ コールセンター設置、運用費用 

・ コールセンター用対応マニュアル作成費用 

③手数料 

・ 利用者によるチャージに係る手数料 

・ 加盟店への精算手数料（振込手数料を含む） 
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④その他運用経費 

・ その他、運用にあたり必要となる経費がある場合は、今回の見積に含め提示すること。 

（３）その他の経費 

・ 有意な提案があれば、独立してその費用を記載すること。 

・ 本件の見積において他に該当する項目が無く、かつ必要な場合に提示すること。 

 

９． 要求機能一覧の回答作成について 

要求機能一覧の回答作成にあたっては、仕様を理解した上で、次の要領で作成すること。 

① 要求機能一覧の回答は、提案内容評価に利用し、契約時の仕様書として取り扱う予定である。 

② 提出には、別紙２「要求機能一覧」を使用し、各要件に対する実現可否、実現のための対応等を記載す

ること。 

③ 各要件に対する回答方法については、「対応」の欄に別紙「落札者評価基準」を基に記入すること。 

 

１０．システム納品に際して 

 （１）引き渡し 

システムは定められた期間内に引き渡すと共に、システム説明及び操作説明に必要な操作マニュアル等を整備

し、十分な教育研修を行うこと。 

なお、引渡し後のシステム管理についての範囲を御社・当方に分け、また有償・無償の何れであるかも明確にし

ておくこと。 

（２）運用マニュアル 

運用開始時までに、管理者用、加盟店舗用、利用者用の各運用マニュアルを準備すること。 

（３）スケジュール案 

運用を開始するまでのテスト期間等を含めた綿密なスケジュール案を準備すること。 

 

１１．選定スケジュールについて 

 （１）選定スケジュールについて 

業者選定スケジュールは、次のとおりとする。 

※日程等は変更となる場合があります。 

項番 項 目 日 程 

① 提案競技参加届提出期限 ２月２０日（月）午後５時 

② 質問及び照会期限 ２月２２日（水）午後５時 

③ 質問及び照会の回答（予定） ２月２４日（金） 

④ 提案書提出期限 ３月１０日（金）正午 

⑤ 一次審査結果通知 ３月２０日（月）頃を予定 
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⑥ プレゼンテーション ３月２３日（木）頃を予定 

⑦ 二次審査結果通知 ３月２７日（月）頃を予定 

 

（２）資料提出について 

① 提出書類及び提出期限 

提出書類 部数 提出期限 

提案競技参加届（様式１） １部 ２月２０日（月）午後５時 

（必着） 

提案書 

提案書（CD-R又はDVD-R） 

別紙２「要求機能一覧」（回答） 

様式２～様式４ 

（表１）経費見積書 

正本 １部 

副本 ８部 

※CD-R又

はDVD-Rの

提出は1部 

３月１０日（金）正午 

（必着） 

納税証明書（滞納のない証明） 

資格者証（ISMS等）の写し 

※認証を受けている資格のみ 

１部 

１部 

審査結果通知後提出のこと 

（最高得点者のみ） 

② 提出先 

〒372-8501 

群馬県伊勢崎市今泉町二丁目４１０番地 

伊勢崎市企画部情報政策課情報政策係 

TEL：0270-24-5111（内5414）  e-mail：jouhou@city.isesaki.lg.jp 

③ 提出方法 

提出先へ事前に電話連絡の上、持参又は郵送すること。 

※提案競技参加届は電子メールによる提出も可とする。この場合、送信後に電話にて着信確認すること。 

※持参による提出可能時間は、本市の閉庁日を除く各日午前８時３０分から午後５時００分までとする。 

ただし、３月１０日（金）については、午前８時３０分から正午までとする。 

 

１２．その他 

 （１）質疑応答について 

本提案依頼書に関する質疑応答は、次のとおりとする。 

① 様式は、【様式５】を使用すること。 

② 照会先は、１１（２）の②に記載された提出先とする。 

③ 照会方法は、電子メール（着信を確認すること。）のみとする。 

④ 照会期限は、令和５年２月２２日（水）午後５時００分までとする。 

※これ以後の質疑は受け付けない。 

⑤ 回答方法は、質疑集約後、令和５年２月２４日（金）午後５時００分までに全事業者に対し、電子
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メールにより回答する。 

⑥ その他 

選定委員の役職・氏名及び他の参加事業者に関する質問については、一切応じない。 

（２）参加資格について 

次に掲げる条件を全て満たし、事業を安定的・円滑に実施できること 

① 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に規定する者でない

こと。 

② 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定に基づく入札参加の制限を受けている者でないこと。 

③ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基

づき手続き開始の申立てがなされている者でないこと。 

④ 伊勢崎市建設工事請負業者等指名停止措置要綱に基づく指名停止期間中でないこと。 

⑤ 暴力団、暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

⑥ 法人税、消費税及び地方消費税並びに本店及び委任先となる営業所の所在地の地方税に未納がない

こと。 

⑦ ＩＳＭＳ認証又はプライバシーマークを取得していること 

（３）企画提案書等の取り扱いについて 

提出書類に記載された事項は、企画提案書とあわせて、契約時の仕様書として取り扱う予定である。 

ただし、本業務の目的達成のために修正すべき事項があると本市が判断した場合は、本市と受注者との協議

により、項目の追加、変更又は削除、見積金額等の変更を行うことがある。 

（４）提案書等の無効について 

次のいずれかに該当する場合は、提出された提案書等を無効とする。 

① 提出期限を過ぎて提出された場合 

② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

③ 審査の公平性を害する行為があった場合 

④ 審査委員又は関係者に本企画に対する助言を求めた場合 

（５）提案に関する留意事項について 

① 本提案に係る諸経費等は、参加事業者の負担とする。 

② 原則として、提出された書類等は返却しない。 

③ 参加辞退は自由であり、辞退しても以後における不利益な扱いはしない。 

④ 提出された書類は、審査目的外の使用はしない。 

⑤ 提出された書類は、審査目的の範囲で複製することがある。 

⑥ 提出書類に含まれる著作物の著作権は参加事業者に帰属する。 

⑦ 本提案への参加及び不参加を問わず、本業務において知り得た情報（周知の情報を除く）は本業務

の目的以外に使用し又は第三者に開示もしくは漏洩してはならないものとする。また、本業務への関わりが

なくなった時点で、本市から配布された資料は返却し、その他知り得た情報については、適切に破棄するこ

と。 

（６）契約に関する留意事項について 

① 契約不適合による修正責任期間 
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本業務で納品されるデータおよびシステムについて、契約の内容に適合しないものがあった場合の修正責

任期間は、原則としてシステムの運用開始から1年間とする。 

また、当該修正にあたり、運用中の業務への影響を最小限に抑えること。 

② 機密保持 

受注者は本業務を施行中に知り得た内容について、他に漏らしてはならない。 

③ 損害賠償 

本業務遂行中に受注者が本市ならびに第三者に損害を与えた場合は、直ちに本市にその状況及び内

容を連絡し、本市の指示に従うものとする。また、損害賠償の責任は受注者が負うものとする。 

④ 事故 

本業務中事故があったときは、所要の措置を講ずるとともに事故発生の原因および経過、事故による被

害の内容等について速やかに本市に報告することとする。 

⑤ その他 

本提案依頼は、令和５年度当初予算成立を前提とした年度開始前の事前準備手続きである。市議

会における予算の否決等、予算が成立しない場合は契約を締結しない。 

（７）本市施設での作業上の注意 

各施設内で作業を行う場合には、各施設が定める規則等に従うこと。 

（８）その他 

その他の契約に関する項目については、本市のホームページを参照のこと。 

https://www.city.isesaki.lg.jp/soshiki/zaiseibu/keiyaku/2799.html 


